
１．令和8年度予算編成の背景
名目GDPは600兆円を超えて700兆円に近づいて

おり、高い成長の下では2040年頃に1千兆円程度の
経済が視野に入る。賃上げ率が2年連続で5パーセン
トを上回るなど、日本経済は、「デフレ・コストカッ
ト型経済」から、新たな「成長型経済」に移行する段
階まで来た。一方で、我が国は、静かな有事とも言う
べき人口減少や、長期にわたるデフレから一転した物
価高、戦後最も厳しく複雑な安全保障環境等に直面し
ている。こうした中で、潜在成長力は伸び悩み、個人
消費は力強さを欠いている。
（注） 令和7年度の実質GDP成長率は1.1％程度、名目GDP成長

率は4.2％程度と見込まれており、令和8年度はそれぞれ1.3％
程度、3.4％程度と見込まれている。

このような状況においては、今の国民の暮らしを守
る物価高対策を早急に講じること、そして、日本経済
の強さを取り戻すことが重要である。そのためには、
生活の安全保障・物価高への対応、危機管理投資・成
長投資による「強い経済」の実現、防衛力と外交力の
強化を3つの柱として閣議決定した「「強い経済」を
実現する総合経済対策」の裏付けとなる令和7年度補
正予算を迅速かつ適切に執行するとともに、令和8年
度予算、令和8年度税制改正を実行に移し、切れ目の
ない経済財政運営を行う必要がある。
高市内閣が掲げる「責任ある積極財政」は、プロア

クティブな、先を見据えた財政政策であり、決して、
いたずらに拡張的に規模を追求するものではない。国
民生活の下支えや経済成長に資することが期待される
施策には大胆に重点化する一方で、見込まれる効果が
乏しい施策については見直しを行うなど、歳出・歳入

両面で「強い経済」を支える財政構造への転換を図る
ことが重要である。引き続き、ワイズスペンディング
を徹底しながら、成長率を高めていくことと相まっ
て、政府債務残高の対GDP比を安定的に引き下げ、
財政の持続可能性を、そして、マーケットからの信認
を確保していく。

２．令和8年度予算の概要
（１）令和8年度予算のポイント
令和8年度予算は、令和7年度補正予算に続き、「強
い経済」を実現する予算であり、複数年度の取組や歳
出構造の平時化に向けた取組を推進し、重要施策につ
いて当初予算での増額を実現している。具体的なポイ
ントは以下のとおりである。

【経済・物価動向等の反映】
社会保障関係費については、保険料負担の抑制努力
を継続しつつ、人口構造の変化に伴う増分である高齢
化による増加分（＋2,500億円程度）に、診療報酬改
定・介護報酬改定をはじめとする対応や、年金スライ
ド分を含む、「経済・物価動向等への的確な対応分」
（＋5,200億円程度）を加算している。
非社会保障関係費についても、物価上昇と公務員人
件費の増加を適切に反映している（＋5,100億円）。
その際、個々の事業のレベルにおいても、物価上昇に
合わせた官公需や公的制度についても、点検・見直しを
推進しており、官公需の施設整備や委託・請負事業の単
価や予算について、労務費や資材価格の上昇等を踏まえ
た引上げ、公的制度の基準額・閾値についても、物価動
向を踏まえた基準額等の引上げなどの対応を行っている。
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【財源を確保して複数年度で計画的に取り組んでいる
重要施策の推進】
財源を確保しつつ複数年度で計画的に進めている重

要施策として、防衛力強化、こども・子育て支援、
GX、AI・半導体分野の投資を引き続き推進している。

【新たな財源確保や予算全体のメリハリ付けを通じた
重要施策の充実】
いわゆる教育無償化や外国人施策等の充実、農業構

造転換集中対策、重要物資等の確保対応など、新たな
財源確保や予算全体のメリハリ付けを通じた重要施策
の充実も行っている。

【歳出構造の平時化に向けたその他の取組】
診療報酬改定における令和9年度分の取扱いとして、

診療報酬点数・予算措置を令和8年度分から上乗せす
るとともに、物価等が見通しと乖離し、経営に支障が
生じた場合は更に調整を行うこととしている。また、
日米投資イニシアティブへの対応として、NEXIの財
務基盤を強化するため、上限3兆円の交付国債を発行
することとし、令和8年度は、当面想定される案件へ
の対応として、1兆7,800億円を交付することとして
いる。

【予算全体のメリハリ付けに向けた歳出抑制の取組】
予算全体のメリハリ付けに向けた歳出抑制の取組と

して、OTC類似薬を含む薬剤自己負担見直しなどの
社会保障改革や、執行状況等を踏まえた補助金の見直
しなどを実施している。

【財政規律への配慮】
令和8年度予算の国債発行額は29.6兆円と、17年

ぶりに30兆円を下回った令和7年度当初予算（28.6
兆円）に続き、2年連続で30兆円を下回り、公債依
存度も低下している。あわせて、一般会計のプライマ
リーバランスは、当初予算としては、28年ぶりに黒
字化している。このように財政規律にも配慮した姿と
なっている。

（２）令和8年度予算のフレーム
令和8年度予算の一般歳出については、70兆1,557

億円であり、これに地方交付税交付金等20兆8,778
億円及び国債費31兆2,758億円を加えた一般会計総
額は、122兆3,092億円となっている。
歳入については、租税等の収入は83兆7,350億円、

その他収入は8兆9,902億円を見込み、公債金は29
兆5,840億円となっている。

（３）主要な経費の概要
社会保障関係費については、現役世代の保険料負担

を含む国民負担を軽減する観点から、市場価格を反映
した薬価改定や高額療養費制度の見直しなど、様々な
制度改革・効率化努力を積み重ねることにより、実質
的な伸びを高齢化による増加分に抑えた上で、診療報
酬改定における今後の物価・賃上げ対応や、介護報酬
改定、障害福祉サービス等報酬改定における現場で働
く方々の処遇改善など、経済・物価動向等を踏まえた
対応に相当する増加分を加算している。これらの結
果、39兆559億円を計上している。
文教及び科学振興費については、一連の政党間合意

を踏まえ、財源を確保しつつ、いわゆる教育無償化を
実現しております。また、中学校35人学級の実施等
に向けて必要な措置を講じるほか、「新技術立国」の
観点から、国立大学法人運営費交付金や科学研究費助
成事業の増額により、基礎研究の充実強化等を行うと
ともに、AI・量子等の重要技術領域に係る研究開発
等を推進することとしている。これらの結果、6兆
406億円を計上している。
地方財政については、給与改定分や物価反映分を措

置するなど、地方の一般財源総額を適切に確保しつ
つ、臨時財政対策債の発行額をゼロにするなど、地方
財政の健全化を図ることとしている。これらの結果、
20兆8,778億円を計上している。
防衛関係費については、厳しい安全保障環境の中

で、防衛力整備計画に基づき、引き続き、防衛力を安
定的に維持するための財源を確保しつつ、防衛力の強
化を着実に進めている。これらの結果、8兆9,843億
円を計上している。
公共事業関係費については、埼玉県八潮市における

道路陥没事故の教訓を踏まえた取組や、規制・誘導手
法の活用といったソフト対策との一体的取組などによ
り、防災・減災、国土強靱化を推進するとともに、成
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長力強化に向けたインフラ整備等についても重点的に
取り組んでいくこととしている。これらの結果、6兆
1,078億円を計上している。
経済協力費については、「自由で開かれたインド太

平洋」の実現に向けた取組を進めるとともに、同志国
やグローバルサウス諸国との連携強化を図りつつ、
ODAの効果的・効率的な実施に取り組むこととして
いる。これらの結果、5,108億円を計上している。
中小企業対策費については、適切な価格転嫁や生産

性向上、事業承継・M＆Aに対する支援など、賃上
げ環境の整備等に取り組むこととしている。これらの
結果、1,700億円を計上している。
エネルギー関係予算については、エネルギー対策特

別会計において、GX経済移行債を発行し、カーボン
ニュートラル目標の達成に必要な民間のGX投資を支
援するとともに、「AI・半導体産業基盤強化フレーム」
に基づき、産業競争力の強化、経済安全保障及びエネ
ルギー政策上の観点から、AI・半導体分野への支援
を実施するなど、当初予算を増額している。これらの
結果、一般会計において8,001億円を計上し、エネル
ギー対策特別会計において、3兆4,343億円を計上し
ている。
農林水産関係予算については、農業構造転換集中対

策として、生産性向上に向けた大区画化やスマート農
業の推進等の取組について、財源を確保し、当初予算
を増額するほか、林業・水産業の持続的成長に向けた
資源管理等に取り組むこととしている。これらの結
果、2兆2,956億円を計上している。
東日本大震災からの復興については、第3期復興・
創生期間の初年度において、帰還・移住支援や風評対
策などにきめ細やかに対応するため、令和8年度東日
本大震災復興特別会計の総額を6,334億円としている。
能登半島地震・豪雨災害からの復旧・復興について

は、被災者の生活・生業の再建支援やインフラ復旧な
どを引き続き推進していく。

３．結び
前述のとおり、令和8年度予算は、令和7年度経済

対策・補正予算と合わせて、切れ目無く「強い経済」
を実現する予算であり、関連法案と合わせて、国会で

の御審議を経て速やかに成立することが期待される。
我が国経済が転機を迎える今、名目GDPが拡大す

る中で、物価や金利が上昇するという新たな経済・社
会状況に真摯に向き合うことが重要であり、引き続
き、「強い経済」の構築と「財政の持続可能性」をバ
ランス良く同時に実現していく必要がある。

（以上）
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令和８年度予算フレーム（概要）

〇 歳 出 〇 令和７年度予算（当初） 令和８年度予算 増減

一般歳出 681,071 701,557 +20,485 

社会保障関係費 382,938 390,559 +7,621 

社会保障関係費以外 298,133 310,998 +12,865 

うち防衛力整備計画対象経費 84,748 88,093 +3,345 
うち一般予備費 7,395 10,000 +2,605 

地方交付税交付金等 188,728 208,778 +20,050 

国債費 282,179 312,758 +30,579 

計 1,151,978 1,223,092 +71,114 

〇 歳 入 〇 令和７年度予算（当初） 令和８年度予算 増減

税収 778,190 837,350 +59,160 

その他収入 87,318 89,902 +2,585 

うち防衛力強化分 26,659 21,326 ▲5,334 

公債金 286,471 295,840 +9,369 

４条公債（建設公債） 67,910 67,160 ▲750 
特例公債（赤字公債） 218,561 228,680 +10,119 

計 1,151,978 1,223,092 +71,114 

1

（注１）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注２）現行の特例公債法は５年間の特例公債の発行根拠を定めており、令和７年度末で期限を迎える。このため、更に５年間の特例公債の発行根拠を設ける法案を提出する方向で検討中。

（単位：億円）

令和８年度予算のポイント
Ｒ７補正での対応に続き、切れ目無く、「強い経済」を実現する予算

複数年度の取組、歳出構造の平時化に向けた取組を推進し、重要施策について当初予算を増額

経済・物価動向等の反映
○社会保障関係費： 「高齢化による増加分」に＋0.52兆円を加算

診療報酬改定＋3.09％（２年平均）、年金スライド＋2.0％ 等
○非社会保障関係費： 物価上昇・公務員人件費増の反映（＋0.51兆円）
○物価上昇に合わせた官公需や公的制度の点検・見直しの推進

財源を確保して複数年度で計画的に取り組んでいる重要施策の推進
○防衛力強化： 防衛力整備計画（Ｒ９当初8.9兆円）に基づく対応

対象経費 8.8兆円（Ｒ７当初比＋0.3兆円）
○こども・子育て：Ｒ10までに３.6兆円の加速化プランの推進

国・地方 3.2兆円（Ｒ７当初比＋0.2兆円）
○ＧＸ：10年150兆円超の官民投資実現に向けた20兆円の先行投資

特会 0.7兆円（Ｒ７当初比＋0.1兆円）＊半導体を除くベース

○半導体：2030年度までに10兆円以上の公的支援（基盤強化フレーム）
特会 1.2兆円（Ｒ７当初比＋0.9兆円）

新たな財源確保や予算全体のメリハリ付けを通じた重要施策の充実
○いわゆる教育無償化（高校・小学校給食）の実現

国・地方 0.7兆円（Ｒ７当初比＋0.6兆円）
○外国人施策等（手数料等引上げ＋予算増（Ｒ７当初比＋1,320億円））
ーオーバーツーリズム対策、出入国在留管理適正化、領事活動強化 等

 ー補正計上が常態化している関連施策の当初予算化
○農業構造転換集中対策 494億円（Ｒ７当初比＋250億円）
ー５年2.5兆円（国費1.3兆円）の対策のため、補正に加え当初予算を増額

○重要物資等確保対応 Ｒ７当初比＋280億円
（今後、半導体に続き、危機管理投資（経済安全保障上の重要分野）の新たな枠組みを検討）

○国大運営費交付金 Ｒ７当初比＋188億円 ○科研費 同＋101億円

歳出構造の平時化に向けたその他の取組
○診療報酬改定におけるＲ９分の取扱い
 ー改定率・予算措置をＲ８分から上乗せ。物価等が見通し
と乖離し経営に支障が生じた場合等は更に調整

○ＮＥＸＩの財務基盤強化のための交付国債発行
＊日米戦略的投資イニシアティブ対応

予算全体のメリハリ付けに向けた歳出抑制の取組
○社会保障改革
 ーＯＴＣ類似薬等を含む薬剤自己負担の見直し
ー高額療養費制度の見直し

   ー診療報酬改定内の効率化・適正化 等
○執行状況等を踏まえた補助金見直し
   ー地域未来交付金 Ｒ７当初比▲400億円
 ー地域脱炭素推進交付金 同▲115億円 ＊特会込み 等

    ＊Ｒ７補正でも基金国庫返納等の対応。今後も取組を継続

財政規律への配慮
○新規国債発行30兆円未満（29.6兆円）
 ーＲ7当初（17年ぶり）に続き２年連続
 ＊公債依存度24.2％。R７当初（24.9％・27年ぶり30％未満）よりも低下

○一般会計当初予算のＰＢ黒字化（＋1.3兆円）
 ーH10当初以来28年ぶり
  ＊国・地方ＰＢ（ＳＮＡ）では、Ｒ７補正後歳出の繰越分等も勘案

○地方財政における財源確保
 ー当分の間税率・環境性能割廃止に伴う特例交付金措置

  に際し、同額相当の地方交付税を減額（▲0.7兆円）
することで、安易に赤字国債発行に頼らずに対応

 ー地方財政に配慮し、交付税特会の借入金残高のうち
0.7兆円を一般会計に承継 2

 ファイナンス　2026 Mar.	 5

令和8年度予算特集：1
令和8年度予算について

特 

集

05_P02-05_YosanTokushu-総論_01.indd   505_P02-05_YosanTokushu-総論_01.indd   5 2026/03/11   12:53:452026/03/11   12:53:45


